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平成２７年度２月補正予算の概要について 

（２月２４日追加提案分） 
 

平成２８年２月２９日 

（単位：千円） 

一 予算規模 

 

 １ 一 般 会 計 

            補   正   額                  ２,１６２,１３９ 

 

 

                     補 正 後 の 規 模                                  ６１９,６３８,６４０ 

 

 

                      前年度２月補正後予算との対比                  ９６２,８０４ 

                                        （０.２％増） 

 

 

  《補正予算の財源》 

 

    特 定 財 源                              ２,１７３,４６０ 

  

           国 庫 支 出 金           ２,０１３,６２９ 

 

 

 

           そ の 他                       １５９,８３１ 

 

 

 

    一 般 財 源                                △１１,３２１ 

 

                      繰 入 金                      △１１,３２１ 
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二 補正予算の主な内容 

今回の補正予算は、国の補正予算に対応し、秋田の創生を加速させる取組等について計上した。 

 

Ⅰ 秋田の創生を加速させる取組の推進  

   

１ 「秋田の空」のものづくり推進 

 

（１）航空機産業強化支援事業                            ２９１,５６３ 

航空機産業の拠点形成に向けた設備投資を行う県内企業に対し助成する 

とともに、航空機産業を担う人材の育成を行う。 

・事業内容 助成 

（県1/2以内、限度額５億円） 

      技術者等を対象とした研修会等の開催 

      高校生を対象とした特別講義、工場見学会、航空宇宙関連 

      技術者講演会等の実施 

 

                       ３１,８２３ 

   将来の航空機産業を担う人材を育成するため、県立高校への専門カリキ  

ュラムの導入に向けた取組を行う。 

・事業内容 工業系高校の授業における県内企業等による技術指導 

専門的実習機器の整備 等 

 

 

２ あきたデータビジネス展開 

  

                             ４,９７１ 

     ＲＥＳＡＳに関する説明会等を開催し、普及促進を図る。 

 

                              １４,９５２ 

 県産農林水産物の生産コスト低減や高品質化等を推進するため、農林水 

産分野でのドローン実用化に向けた実証試験等を行う。 

   

                      ４,２４２ 

   高度情報関連産業への県内企業の参入促進を図るため、技術者の養成を 

   行う。 

 

                       ２,３２８ 

   将来の情報関連産業を担う人材を育成するため、工業系高校において、 

県内企業との連携による技術指導を行う。 
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  ３ 国内外に打って出る秋田の農産物「日本一」発信 

  

                                     １７,１９８ 

マスメディア等との連携により、県産農産物の県内における需要拡大を 

図るためのキャンペーン等を実施する。 

 

                       ４６,０９６ 

県産農産物の国内外での需要拡大を図るため、首都圏においてプロモー 

ションを展開するとともに、秋田の強みを生かしながら、米や、枝豆等 

の青果物、秋田牛、比内地鶏等の輸出を促進する。 

 

                       ２７,１４４ 

     秋田米の需要拡大を図るため、良食味米の生産を推進するとともに、農 

業団体による販売促進活動への支援を行うほか、新たな販路開拓に取り 

組む事業者に対し助成する。 

 

           ７,８６９ 

首都圏の応援企業との連携により、地域資源を磨き上げ、商品化につな 

げる。 

 

        ４０,２５１ 

県産材の需要拡大・ブランド力向上を図るため、秋田スギを用いた高機 

能住宅商品の開発を支援するとともに、海外の展示会に県産木製品を出 

展する。 

 

 

４ あんべいい秋田！攻めの海外戦略展開 

 

  （１） 対策強化事業              １６８,８１５ 

     海外からの観光誘客を促進するため、東アジアを中心に集中的なプロモ 

ーションを展開する。 

・事業内容 知事によるトップセールス 

      秋田発台湾チャーター便の運航支援 

      秋田泊旅行商品の広告経費等への助成 

      上海への現地コーディネーターの配置 等    

  

  （２） 受入態勢整備事業                 ２７,１３６ 

     「あきた旅のサポートセンター（仮称）」を設置し、外国人観光客等に 

対するきめ細かな情報提供等を行う。 
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（３）環日本海クルーズ推進事業                        ２０,９５６ 

外航クルーズ船の寄港を促進するため、秋田ならではのおもてなしを展 

開する。 

・事業内容 「大曲の花火」の打ち上げ 

      観光案内ブースの設置 等 

 

（４） 事業                      １０,７８２ 

旅行者の交通利便性を向上させるため、二次アクセスの整備を促進する。 

 

（５） 事業                  ６０,５９７ 

民間事業者等との連携により、台湾、シンガポール及びパリの展示会や 

商談会においてプロモーションを展開し、日本酒をはじめとする県産品 

の輸出拡大を図る。 

 

                       １２,４８７ 

事業者等による伝統的工芸品等の海外展開を支援する。 

・事業内容 デザイナー等によるアドバイス 

パリの展示会への出展 

海外展開に要する経費への助成（県 2/3 以内、限度額 

500 万円（最長３年間））  

 

 

５ 「ご縁」で結ぶ若者あきた移住・定住加速化プロジェクト推進 

 

              １０,４７０ 

      県内定住につながるイベント等への参加状況に応じて、定住後に様々な 

サービスを提供するシステムを整備する。 

・事業内容 スマートフォンアプリの開発 

サービス提供企業の開拓 等 

 

                   ２４,４０５ 

        若者の県内就職を促進するため、ライフプランセミナーや県内企業見学 

会を開催するとともに、「インターンシップ支援センター（仮称）」を 

     設置・運営する。 

 

（３） 事業                         ３,１５８ 

      地域の担い手となる若者を育成するため、「あきた若者塾」を開催する。 

 

（４                         ３１,１３６ 

        多様な主体と連携しながら秋田の魅力をＰＲするとともに、充実した教 

育・子育て環境等の秋田の強みを活用した移住体験事業等を行う。 
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                    ４,５３５ 

          本県の豊かな教育資産を活用し、県外の児童生徒に秋田の優れた教育環 

境を体験してもらう教育留学を推進する。      

       

 

６ 秋田の働き方改革推進 

   

                      １５,２９４ 

     仕事と子育て・家庭の両立支援を推進するため、県内企業の実態を調査 

するとともに、モデル企業の取組についてメディアを活用して啓発する。 

 

                         ６,４３０ 

     女性の活躍を推進するため、県内企業の実態を調査するとともに、官民 

     協働によるシンポジウムを開催する。 

 

 

７ 地方創生人材確保・支援 

 

（１）プロフェッショナル人材活用促進事業                  ５１,０９２ 

（公財）あきた企業活性化センターに、企業の経営基盤強化に資する人 

材の活用を県内企業に促す「プロフェッショナル人材戦略拠点」を設置 

する。 

 

 

 

Ⅱ その他の国庫補助事業 

 

（１）出会い・結婚支援事業                         １４,７２７ 

      あきた結婚支援センターに会員以外も利用可能な相談窓口を設置すると 

ともに、出会いイベントや結婚サポーターを対象とする研修会等を開催 

し、出会い・結婚支援の充実を図る。 

 

（２）官民協働による“脱少子化あきた”総合推進対策事業          ３６，６８０ 

      市町村が行う先駆的な少子化対策の取組や、低所得の新婚世帯への経済 

的支援に対し助成する。 

・補 助 率 国10/10（少子化対策重点推進） 

      国3/4（結婚新生活支援） 

 

（３）介護福祉士修学資金等貸付事業                    ２５１,０９１ 

介護人材を確保するため、介護福祉士養成施設に通う学生や離職した介 

護職員等に対し、学費や再就職の準備経費等の貸付事業を行う秋田県社 

会福祉協議会に対し助成する。 

・補 助 率 国9/10 県1/10 
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（４                 １４８,１５９ 

児童養護施設等を退所した者の自立やひとり親家庭の親の就業を支援す 

るため、学費や資格取得費等の貸付事業を行う秋田県社会福祉協議会に 

対し助成する。 

・補 助 率 国9/10 県1/10 

 

（５） 担い手確保・経営強化支援事業                   ４４１,３５１ 

    ＴＰＰ協定の発効を見据え、経営の規模拡大や複合化を図るために必要 

な機械等を導入する担い手に対し助成する。 

・補助対象 トラクター、田植機、乾燥機、パイプハウス等 

・補 助 率 国1/2（上限：法人3,000万円、個人1,500万円） 

 

（６）情報セキュリティ対策強化事業                    ２５０,４００ 

      マイナンバー制度の本格運用を控え、個人情報の漏洩等を防止するため、 

県と市町村が共同で利用するセキュリティクラウドを構築する。 

・運用開始 平成29年１月予定 

・補 助 率 国1/2 

 

 

 


